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はじめに――関心の所在
　日本人はおそらく「貧困」あるいは「貧困国」と聞いて自国を思い浮かべたりはしないだ
ろう。同様に，「子供の貧困」と聞いて最初にイメージされるのは，日本の子供たちではな
く，それは東南アジアであったりアフリカであったりする。非正規雇用の拡大，格差社会と
いった言葉を毎日のように耳にしていても，一度染みついてしまった経済大国のイメージか
らの脱却は難しい。子供の 6 人に 1 人が貧困ラインといわれても，「日本に貧困の子供など
いるのか ?」と思われてしまう。実際には日本の相対的貧困率は16％1）を超えているが，そ
れでもなお自国の貧困と向き合うことができないのである。
　では貧困率16％とは実際にはどのようなレベルなのか。162カ国中では120位2）となり，こ
れだけ見ればさほど悲観する程でもないように見受けられるが，主要国37カ国中では 7 位3）
となる。
　筆者の関心は，① 社会保障の貧弱な日本においては，婚姻形態や家族形態が貧困と直結
　近年にわかに「子供の貧困」が取り沙汰されるようになった。しかしながらそれは必ず
しも子供の人権や福祉の観点からではなく，少子化対策の一環である。また，子供の貧困
を問題視しながらも，一方で家族構成の弱さ（多産，単親，親の不安定雇用など）やそこ
からくる貧困自体は依然として社会的要因というよりは個人的要因に帰され，その結果，
子供が被る不利益も当然視されている。日本においては，子供の養育はまず何よりも親の
義務であると捉えられているため，社会的支援の必要性があまり認識されていない。そし
て，そのことからくる子供間格差については無頓着である。そこで本論文では ① 家族構
成の弱さと子供の貧困の相関関係，② 賃金格差と母子世帯への影響の 2 点について日仏
比較を試みたい。
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1）　内閣府・総務省・厚生労働省「相対的貧困率等に関する調査分析結果について」（平成27年）。
2）　http://top10.sakura.ne.jp/CIA-RANK2046R.html
3）　http://www.globalnote.jp/post-10510.html　フランスは 8 ％（31位）。
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する傾向にあるが，ではフランスでも「子供の貧困」と家族構成の弱さは因果関係があるの
か4），② 日本は先進国中最も男女の賃金格差が大きいとされるが，フランスも小さいわけで
はないことを考えた場合，母子世帯への影響はどのようなものか，この 2 点から母子世帯に
焦点を当てて日仏比較を行うことにある5）。
1 ．何故にわかに「子供の貧困」が取り上げられるようになったのか
　元々日本はさほど子供の福祉に関心のある国ではない。子供とは親が育てるのが基本，つ
まり子供の問題は家庭内の問題であって，他者が介入すべきではないというのが基本姿勢だ
からである。したがって，親がいない，親と暮らせない，親が親として機能していない（虐
待など）場合には国や社会で育てるべきであるが，親がいる限りは親の責任であるとされ
る。そうした状況下で近年，若者支援，とりわけ2010年代に入って「子供の貧困」の解消と
にわかに言い出したのは何故か。これには少子化対策としての側面と，最低賃金引き上げ問
題の側面とがあるが，本論文では少子化対策について触れておきたい6）。
1-1　少子化対策と家族形態
　そもそも日本の相対的貧困率は常に16％前後である。高齢者世帯および単身女性世帯の貧
困率が高いからである。そして今なお貧困は，社会的・構造的要因というよりはむしろ個人
的要因，すなわち自己責任と捉える日本では，「貧困率16％」自体はあまり問題視されてい
ない。子供の貧困がにわかに注目されるようになったのは，「子供の 6 人に 1 人が貧困ライ
ン」という結果が出たからである。子供には安定した家庭があること（逆に言えば，安定し
た家庭のみが子育てをすべきであること）が前提となっていた日本としては，これを看過す
ることはできなくなったのである。しかしそれは子供の福祉という観点よりも，少子化対策
の一環である。
4）　Paugam（2013）は，ヨーロッパにおいても貧困は世代間で連鎖すること，貧困と家族構成（の
弱さ）には因果関係があること，そして貧困は，人のあらゆる特性をかき消し，貧困だけがその人
物の全アイデンティティと看做されることを繰り返し指摘している。ただし，貧困の調査にあたっ
て，その地域を選別した理由があまり明確ではなく，また人種や宗教といった点に関しては分析要
素として加味されていない。
5）　ただし，この研究はまだ着手したばかりであり，課題も多く，筆者自身の中でもこれという結論
が出ていない。本論文は今後への準備段階，序章と位置づけたい。
6）　先進諸国の中で日本の最低賃金は最も，かつ格段に低い。また正規雇用と非正規雇用の分断とい
う問題も抱えている。しかし日本としては，最低賃金の引き上げはしたくないし，正規と非正規の
格差も埋めたくはない。そのため，バーターのように「子供の貧困」解消を持ち出したのである
が，この点については，論旨が煩雑になるため，別の機会に譲りたい。
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　紛争・戦争状態にあるといった状況を除けば，「少子化」は先進国の特徴である。見方に
よっては子供の数の減少は社会の成熟度の証と捉えることもできる。
　女性の役割は出産（のみ）とされる時代・地域にあっては，当然ながら出産年齢が低く，
必然的に出生数も多い。したがって現在先進国といわれている国々においても，時代を遡る
ほど出産年齢が若い。それが徐々に女性も高等教育を受けるようになり，教育を受ければ，
社会に出て行くことにもなり，必然的に出産年齢も上がってくる。とりわけ日本において，
往々にして少子化の原因が女性の高学歴化・社会進出に求められるのはこの点にある。
　しかしいうまでもなく子供の数が減るのは，女性だけの問題・責任ではない。本来，現在
の日本の少子化は出生数を減らそうとした国策の結果である。子供に価値が置かれず，児童
労働が当たり前とされる社会では，子供は特別愛情を注ぐような対象ではなく， 5 ， 6 歳に
もなれば立派に労働力である。しかも子供であるということで，安価に使える便利な労働力
である。労働力と考えれば子供はたくさんいた方が良いし，過剰となれば間引く，奉公に出
すなど対処法はあるというのが戦前の考え方であり，子供自身の人生などは考えていなかっ
た。その反省から戦後は子沢山を国家的に回避しようとするのである。その意味では少子化
は国策の「成果」と言い換えても良い。子供には大人による保護と養育，そして愛情が必要
であり，豊かな生活をさせること，高い教育を受けさせることが必要であると考えられるよ
うになるのは，戦後である。 1 人当たりの養育費がかさめば，そうたくさんは子供を持てな
い。そのため，日本では，1950～70年代に，「20代で結婚・第一子誕生，子供は 2 人」とい
うライフスタイルがパターン化する7）。当然ながら，70年代から急速に少子化が始まる。
　少なく産んで手厚い保護8），という考え方は先進国に共通であるが，ポイントは「大人に
よる保護・教育・愛情」の「大人」が日本の場合は「親」（のみ）である点にある。少なく
とも，70年代当時，子供を社会で育てようという発想はない。むしろ，子供に責任を持つの
は親であり，そのためには父親がひとり稼ぎ手となり，母親が育児に専念することが奨励さ
れるのはこの時期からである。子供には安定した家庭が必要であり，安定した家庭とは 1 人
7）　石崎昇子（2015）第 7 章，第 8 章参照。
8）　この観点から筆者は，少子化を絶対的「問題」であるとは捉えていない。少子化も悪いことばか
りではない。それだけ子供が大切にされるようになったということである。 5 ， 6 歳で過酷な労働
を強いられたり，貧しいからといって売り飛ばされたりすることが日常的に行われる社会が，望ま
しい社会とはとうていいえないだろう。現代でも，貧しさや人権意識の低さから，幼い子供が労働
力として搾取されたり，売春や臓器を目的に人身売買の対象にされたりする国があることを考えれ
ば，全体数が減ったことで，子供が子供として生きられる社会というのは必ずしも悪いものではな
い。その意味で，少子化は社会がそれなりに成熟した証ともいえるのである。たしかに，労働力の
確保，税収など，国家の存続を考えれば出生数の減少は望ましい現象ではないかもしれないが，だ
からと言って出生数の増減を経済・財政の面からのみ問題視するのは正常な社会とはいえない。
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で経済力を保証できる父親と育児・家事に専念できる母親がいる家庭であると考えられてい
た。
　また，すべての人が適齢期になったら結婚し，結婚をしたら子供を持つことが前提となっ
ていた。結婚をしない人間もいること，結婚をしても子供を持たない夫婦もあること，結婚
をせずに子供を持つことや離婚をして単親家庭となることもあること，などは想定されてい
ない。人は皆結婚すべきであるし，子供は結婚をしてからつくるべきであると考えられてき
た。このことが，現在の出生数の低下や，家族形態と貧困の因果関係につながっていくので
ある。そして，こうした社会的な「合意」があるからこそ，単親世帯の貧困は，単親世帯な
のだからしかたないと見過ごされてきたのである。
1-2　少子化対策と福祉
　ところで，実は「少子化」「少子化対策」といった言葉は日本にしか存在しない。欧米で
は通常，家族や家族に関連する政策は「家族政策」と呼ばれる。既述の通り，出生数の減少
は先進国共通の悩みである。したがって，いずれもその国なりの対策を講じており，その成
果が徐々に出始めているが国もあるが，その際「産めよ殖やせよ」を前面に押し出すことは
ない。
　戦争国家においては，強い兵士になれる男性と，そういう男性を産める健康な女性が必要
であり，それこそがあるべき国民の姿とされてきた。そうした中で，当然のごとく女性たち
は産むことを強制されることになる。女性の性と身体が永らく国家によって管理されてきた
歴史を踏まえ，現在の欧米では，産むか，産まないか，いつ産むかは女性自身の選択に任せ
られるべきだとする，リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（「性と生殖に関する健康と権
利」）が確立してきている。女性が生涯を通じて身体的にも精神的にも社会的にも良好な状
態であることを意味するのがリプロダクティブ・ヘルスであり，これを享受する権利がリプ
ロダクティブ・ライツであるが，こうした考え方が定着している社会，あるいは少なくとも
（表面上ではあっても）標榜する社会では，出生数が減少しているからといって女性に出産
を強制することはしないし，できない。出生数を増やしたいならば，産みたい女性が産める
環境を整えることが重要であるとされる。だからこそあえて子供や出産を前面に押し出した
りはせず，「家族政策」というのである。
　これに対して，日本が「家族政策」ではなくあえて「少子化対策」といっているのは，必
ずしも「産めよ殖やせよ」を主張したかったからではない。「家族政策」といってしまう
と，母子手当や児童福祉をイメージされるであろう，そうすると日本の現状では女性・母親
だけに関わる問題と捉えられることになるであろう，という懸念からである。女性や母親に
のみ関係する問題ではなく，国民全員に関わる社会問題なのである，という意味であえて
2017 303日仏に見る家族形態と「子供の貧困」の相関性（北原）
「少子化対策」としたのが発端である。したがって，出生数減少を女性のみの責任に帰する
意図があったわけではない。
　しかし，出生率低下を懸念するあまり，今やあらゆることが少子化対策の一環となってし
まっている。たとえば本来，障害児の療育は子供とその親を対象，周産期医療の整備は女性
と子供を対象とした福祉政策としてなされるべきものであるが，日本ではこれも「少子化対
策」の一環である9）。つまり，少子化だから力を入れ始めたのであって，本質的には福祉の
観点からではないので，少子化でなければ本気で取り組んだか疑わしいのである。
1-3　少子化対策とフランス
　前項で，欧米ではたとえ出生数低下を問題視したとしても，人口政策を前面に押し出すこ
とはないと述べたが，そうした中で例外的に出生率回復を正面から目指したのがフランスで
ある（ただしもちろん「少子化対策」という言葉はない）。その甲斐あってか，EU 加盟国
の中で最初に出生率を回復させたのがフランスであるが，だからといってフランスもいまさ
ら女性たちに家庭に入り出産・育児に専念することを強制したわけではない。
　元々フランスは家族政策に力を入れている国であり，家族関連の手当も豊富であるが，そ
の発端は，第一次世界大戦後急激に人口が減少したことにある。戦争により男性労働力が不
足したため，その代用として女性の労働力化が国策として行われたが，戦争が終わってみる
と，今度は人口数の減少が問題となる。そこで，女性の社会進出が危険視され制限されると
ともに，出産が奨励され母性こそが女性の価値として讃えられた。つまりフランスの家族政
策も当初は，人口減少は女性の責任と捉えていたのである。そして，子供を産んだ女性を優
遇することで，結婚しない女性，子供を産まない女性を排除し差別化していた。そうして女
性たちを分断することで，ああはなりたくない，結婚をして子供を産まねば，と思わせてい
たのである。しかしながら，現在では，女性の社会進出と出産を両立できるように，そもそ
も男女ともに仕事と私生活を両立できるように社会体制が変わってきている。いまや，女性
にとって子供を持つこととキャリアをあきらめることはイコールではない。
　そして，重要なのが，どのような状況であれ，子供が差別されないという点である。シン
グル家庭の子供であっても，再婚家庭の子供であっても，事実婚家庭の子供であっても，養
子であっても，いずれにしても大人の選択の結果であって，それは子供には関係ない。当然
ながら，嫡出子／非嫡出子といった区別もない（1972年に非嫡出子規定廃止）。この点が，
出自・家庭環境を理由に子供の法的・社会的地位に差別があってもやむなし，とされている
日本とは大きく異なる。日本の場合，子供を増やしたがる一方で，シングルマザー家庭の現
9）　医療書院（http://igs-kankan.com/article/2014/05/000892/）。
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状や，親と一緒に暮らせない子供の状況には無関心である。シングルマザーが貧困にあえい
でも，シングルなのが悪い，そんな家庭の子供なのだからしかたがない，と社会のみならず
当事者までもが納得してしまう。
2 ．基本データ（母子世帯比較）
　ここで日仏の母子世帯10）について基本的なデータを確認しておきたい。
10）　もちろん，家族形態と貧困との関連性を分析する上で母子世帯のみが重要なわけではない。ある
意味で母子世帯の貧困は「有名」であるが，その一方で父子世帯の貧困や社会的困難は見過ごされ
がちである。また，子供からすればより一層社会的困難に直面しているのは単親世帯の子供より
も，親のいない子供，親と暮らせない子供たちである。また，単身女性世帯や高齢者世帯の貧困も
深刻な問題であるが，本論ではひとまず母子世帯の分析に限定する。
11）　2017年時点でフランスの婚外子率は54％であるが，そのすべてが単親家庭ではない。日本とフラ
ンスでは「婚外子」の状況が異なる。
12）　大人が 2 人以上いる世帯の貧困率は12.4％なので，母子家庭の苦境は深刻であるといえる。
表 2-1
日　本 フランス
母子世帯率 1.5％ 18％11）
所得※
243.4万円
（全世帯　537.2万円）
貧困率 54.6％ 25.3％
就業率 80.6％ 70.1％
（注）※所得には稼得所得以外も含む。
　上記の通り，日本は母子世帯率自体は高くはないのである。既述の通り，日本は結婚して
子供を持つことが定例となっているので，いわゆる「未婚の母」は少なく，また離婚率も欧
米程高くはない。そのため母子世帯率自体は低いのである。
　所得について見ると，日本の母子世帯所得は全世帯の半分以下である。これについては，
フランスの母子世帯所得と全世帯所得の正確な数値がまだ得られていないため，日仏比較が
困難であり，今後の課題としたい。所得の比較にはならないが，失業率について見るとフラ
ンスの場合，母子世帯の女性は15％，パートナーのいる女性は 7 ％となる。
　母子世帯率自体は日本の方が低いのだが，貧困率については日本の方が圧倒的に高い。つ
まりフランスよりも日本の方が，母子世帯であるという状況が貧困へと直結するのであ
る12）。ただし，ネットでは「母子家庭は生活保護ばかり」「母子家庭が生活保護費を圧迫し
ている」「生活保護受給者の大半が母子家庭」といった母子家庭への誹謗中傷がとびかって
いるが，これは単なる流言飛語に過ぎない。未婚の出産や離婚は望ましくないとする社会規
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範や母子家庭は性的にふしだらな女という思い込みから来る偏見である。実際には，生活保
護受給者に占める割合は，高齢者世帯（とりわけ単身高齢者），障害者（のいる）世帯，母
子世帯の順に下がっていき，母子世帯が占める割合は16％強に過ぎない13）。
　就業率について見ると，母子世帯の場合フランスよりも日本の方が高い。男女計で就業率
を比較すると，日本は72.7％，フランスは64.2％であるので，そもそもフランスの方が就業
率自体が低い。とりわけ，日本の男性の就業率は81.5％と世界でも最高水準に位置してお
り，一方女性は63.6％と低水準である14）。
3 ．何故日本の方が就業率も貧困率も高いのか
　ここで着目したいのは，日本の方がフランスよりも就業率が高いのに貧困率も高いことで
ある。また，国内比較をした場合，女性全体の就業率が63.3％であるのに，母子世帯に限っ
ては80.6％と男性水準並になることである。何故このような結果になるのか。
3-1　就業形態の問題
　日本は先進国中最も男女の賃金格差が大きく，また高学歴である割に女性の労働力率が
低い。ここで基本的な情報として，世界経済フォーラムが毎年発表している GGI（ジェン
ダー・ギャップ指数）について見ておきたい。2016年現在，日本の順位は144カ国中111位で
ある（フランスは17位）15）。
　GGI の順位が発表される度に毎年問題になる点であるが，日本は経済および政治の分野で
大きく順位を下げているのである。
　この GGI に対して，国連開発計画が公表する GII（ジェンダー不平等指数）というものが
あるが，こちらは188カ国中20位（2015年）である16）。
　GGI 上位国が GII でも必ず上位にランクインするとは限らない17）。では，GGI と GII で何
13）　ただし，一度は受給したことがあるとする割合は約70％とする推計もあるので，これをもって母
子家庭の大半が生活保護（で楽をしている）と看做されている可能性はある。
14）　労働政策研究・研修機構（http://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/databook/2016/documents/
Databook2016.pdf）。
15）　内閣府男女共同参画局（http://www.gender.go.jp/public/kyodosankaku/2016/201701/201701_ 
04.html）および World Economic Forum（https://www.weforum.org/reports/the-global-gender-
gap-report-2016）。
16）　フランスは22位。
17）　ちなみに，世界経済フォーラムと国連開発計画では，調査対象とした国が若干異なる場合もあ
り，必ずしも合致はしていない。さらに，世界経済フォーラムは香港および台湾を中国と看做し，
別枠扱いはしていないが，国連開発計画では香港は別枠としているため，香港と中国では順位が異
なるなどの差もある。
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図 3-1　ジェンダー・ギャップ指数（2016）
　各分野の日本の順位と比較　
（出所）　内閣府男女共同参画局（http://www.gender.go.jp/public/kyodosankaku/2016/201701/201701_04.html）よ
り引用。
経済参画（118／144）
健康（40／144） 教育（76／144）
政治参画（103／144）
Economic Participation and Opportunity
Health and Survival Education Attainment
Political Empowerment
アイスランド
１位／144か国
日本
111位／144か国
平均
1.0
0.8
0.6
0.4
0.2
0
表 3-1　GGI 調査項目一覧
経済活動の参加と機会 給与，参加レベル，および専門職での雇用
教育 初等教育や高等・専門教育への就学
健康と生存 寿命と男女比
政治への関与 意思決定機関への参画
（出所）　内閣府男女共同参画局（http://www.gender.go.jp/public/kyodosankaku/2015/201601/201601 
03.html）より作成。
表 3-2　GII 調査項目一覧
リプロダクティブ・ヘルス
（性と生殖に関する健康）
・　妊産婦死亡率
・　15～19歳の女性1000人あたりの出産数
エンパワーメント
・　両性が立法府の議席に占める割合
・　両性の中等・高等教育の達成度
労働市場への参加 ・　女性の就労率
（出所）　国連開発計画 http://hdr.undp.org/en/composite/GII より作成。
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故これほど日本の順位がちがってしまうのか。そもそも GGI と GII では重視しているポイ
ントが異なるからである。
　上記の調査項目一覧からわかるように，GII は日本にとって，というよりも先進国にとっ
てはあまり順位を下げるようなものではない。世界経済フォーラムの方は全体的なジェンダ
ー格差の是正を，国連の方は途上国の発展と平等を念頭においた調査となっているからであ
る。したがって，GII の方が先進国にとっては有利な結果となる。
　エンパワーメントについては，立法府に占める議席割合という点では，GGI 同様，日本に
は不利な調査項目であるが，一方で同じ項目に中等・高等教育達成度が含まれていること
で，相殺されている。そのため女性の政治参加率の低さが GGI ほどに影響していない。
　さらに，GGI では日本の順位を大幅に下げる要因となっている労働面についても，GII で
は就労率を見ているだけで，GGI のように給与格差や専門職で雇用されているかどうか，と
いった細かい点まで踏み込んでいない。そのため単純に就労割合だけを考えるならば，それ
ほど順位を下げる結果にはならない。
　こうして，GGI と GII では順位が大きく異なるのである。そのため，GGI の低さが常に指
摘されているのである。こちらの方が日本のジェンダー格差からくる問題をより明確に浮き
彫りにしているからである。
　日本は女性の労働力率が低く，そして働いていたとしても，多くが非正規雇用であるとい
う問題を抱えている。その結果，先進国中最も男女の賃金格差・職階格差が拡大する。女性
の年齢階層別労働力曲線がいまだに M 字型を描くのはもはや日本と韓国のみである。
　労働力人口について見ると，男性に比べて女性の労働力人口がどの年代においても圧倒的
図 3-2　年齢階級別労働力人口（2015）
（出所）　総務省統計局（http://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/）より作成（以下同）。
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に少ない。また，M 字型カーブは年々緩くなってきており，徐々に解消されてきてはいる
ものの，やはり男性が台形であるのに対して，女性は35歳～44歳の層が陥没している。この
年代は本来であれば，最もキャリアを積まねばならない時期である。したがってこの時期に
労働市場から退くことはキャリア形成に大きな影響をもたらすことになる。また，その段階
で勤続年数が途切れることにもなる。業績の面でも勤続年数の面でもキャリアを中断せねば
ならないことが，男女の賃金・職階格差をもたらす一因となっている。
　さらに，問題点として指摘しておかねばならないのは，M 字の 2 つ目の山は実際には非
正規雇用となっている点である。新卒で就職し，同じ会社に勤め続けることを当然としてき
た日本の企業風土では，たとえ出発点が正規雇用であっても，いったん退職し，ブランクが
できてしまうと改めて正規の職に就くのはきわめて困難である。したがって，結婚・出産に
より職を手放した場合，子育てが一段落してもう一度仕事をしようと思っても，必然的に派
遣や，多くはパートタイマーといった非正規での雇用を余儀なくされる。こうした雇用形態
の違いも賃金格差の一因である。
　こうした賃金格差はもちろん問題ではあるが，母子世帯の貧困の問題に立ち返るならば，
女性の労働力率が低いことは，女性，とりわけ母親が働かなくて良い（あるいは働くべきで
はない）ということが社会的合意であるともいえる。女性の育児（・家事・介護）への専念
と低賃金が構造化されている社会にあっては，母子世帯が困窮するのは当然の帰結である。
元々子育てにあたって女性が経済的責任を担うことは想定されていないのである。
　女性の経済的自立が困難である日本においては，結果的に，単親世帯の女性はパートタイ
マーとして複数の職を掛け持ちせざるをえないことになる。最低賃金が低いため，複数の職
を掛け持ちしたとしても，平均収入に届かない。また往々にして非正規雇用の場合，社会保
険加入対象外となるため，こうした各種保険料も負担となる18）。さらに，複数の職に就くと
図 3-3　年齢階級別労働力率（2015）
0
20
40
60
80
100
120
年　齢
男性
女性
（％）
人
　数
15～24 25～34 65～55～6445～5435～44
2017 309日仏に見る家族形態と「子供の貧困」の相関性（北原）
いうことはそれだけ労働時間が長くなり，子供が幼い場合にはその預け先が必要となるが，
職業上の身分が「〈パート〉タイマー」であるが故に，公的保育施設等の利用は困難であ
る。名目上ではあっても，短時間労働者である以上，その子供は保育に欠ける状態とは看做
されないからである。そのため，全額自己負担で代替手段を得なければならない。働かなけ
れば子供を養育できず，働けば子供の保育費が負担となるという悪循環に陥る。
3-2　社会的支援の問題――「社会の子供」か「親の所有物」か
　元々日本はさほど福祉に関心の高い国ではない。とりわけ子供の福祉には無関心である。
日本の社会保障費が先進国中最低ランクであることは折々指摘されているが，その少ない予
算は高齢者福祉部門に偏重している19）。日本の児童福祉の出発点は戦後の戦災孤児対策であ
り，親がいない子供については国家が責任を持つという姿勢である。したがって，親がいる
限りは子育ては親の責任とされる。近年になって子供に焦点を当て始めたのは子供自体の人
権や福祉を真剣に考えているというよりは，とにかく頭数を増やしたいという観点からであ
り，本質的にはいまだに子供自身の権利は考えていないあたりが問題である20）。
　ここが日仏で大きく異なる点である。フランスにおいてももちろんジェンダー差別や男女
格差は存在する。シングルや事実婚，同性婚といった多様なライフスタイルが拡大している
にしても，一方で婚姻制度への拘りも強い。むしろ，2015年の同性婚法成立前後から伝統的
家族観への保守回帰が始まっている21）。しかしながら，それでもなおフランスにおいては
「社会の子供」と捉え，まず子供自身の生存権と人権を重視する。親の状況や家族形態によ
って子供を差別してはならないということは社会的コンセンサスであり，親の事情と子供の
存在は切り離して考えるのが児童福祉の基本姿勢である。これに対して日本は，いまだに子
供は「親の所有物」であると考えるため，子に対する親の支配権も絶大であるが，責任も重
い。日本の貧困家庭支援は，子供に対する支援というよりは親に対する支援であり，また根
底に子供の養育は親が責任を持つべきである（持てないのであればそもそも産むべきではな
18）　その結果たとえば，国民健康保険未加入により，いざというときの医療費が重くのしかかる，あ
るいは医療費が払えないために子供が病気やけがをしても医療機関にかかることができず最悪の事
態を招くことにもつながってくる。
19）　厚生労働省（http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/12/dl/1-05.pdf）。
20）　同様に，近年政府は「女性が輝ける社会」と聞こえのよい文言を繰り返しているが，これもまた
女性の基本的人権に配慮してのことではない。少子化の改善（と安価な労働力確保）が目的なので
ある。そうであるからこそ，母子家庭の困窮は誰もが薄々知っていながら，これまで直視せずにき
たのである。
21）　あるべき家族像とは，正式に結婚している男女とその間に生まれた子供たちであるとする。詳細
は，北原（2014，2016）。
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い）という意識があるため，支援自体が乏しい。確かに，「社会の子供」という考え方には
危険性もある。産みさえすれば良い，後は放置しても構わない，子育ての義務は社会にある
のであって親にはない，といった曲解を生む可能性も否めない。ただ，当然のことながら人
は生まれてくる状況を選べない。子供自身の福祉を考えれば，親の状況や選択の結果を子供
に負わせるべきではないであろう。
4 ．単親世帯の貧困解消にあたって
　単親世帯の貧困解消を目指すにあたり求められる施策は，
　　①　労働市場構造の改善
　　②　最低賃金の引き上げと社会保障拡充
　　③　子育てと仕事の両立支援・社会的理解
　　④　経済的支援
　　⑤　養育費の確保
などである。
　①については，まず労働市場における女性労働者の待遇改善と男性ひとり稼ぎ手モデルか
らの脱却が必須である。これは母子世帯の貧困問題に限ったことではない。そもそも性別役
割分業に則った市場構造，夫婦を基礎単位とする社会構造自体が誰にとっても潜在的な危険
性を孕んでおり，日本はこれまでそれを直視せずにきただけのことである22）。男性には家
事・育児・介護を担ってくれる妻があり，女性には経済的に全責任を負ってくれる夫があ
る，子供には経済力のある父親と育児に専念できる母親がいる，という前提には確かに合理
的側面もあるが，すべての人がこのライフパターンを選択できる／したいわけではない。
　女性には養ってくれる男性（父親もしくは夫）がいるのだから低賃金，非正規雇用で構わ
ないという考え方は，必ずしも男性の差別意識によるものではなく，これを女性自身も内面
化している。しかし，この女性の低賃金・不安定雇用を当然視する労働市場構造・社会構造
22）　この点はいまだに根強い。それは男女共同参画基本法からも窺える。基本法には日本の政治的ス
タンスが集約されているといえよう。第一に，あくまで「男女」であって，男女二分法が前提と
なっている。どちらの性にも属さない，あるいは属したくないというセクシュアル・マイノリティ
への配慮はない。人は必ず男性か女性にきっちり分類されるべきであるという姿勢であり，性の多
様性に関してセンシティブであるとはいいがたい。第二に，各個人がそれぞれの権利と責任におい
て自立するのではなく，あくまで男女のカップルが社会の基礎であることが前提となっている。つ
まり，相変わらず日本は夫婦を社会の基礎単位と看做しているのである。あくまで男女それぞれが
その性役割に則った上での「共同参画」であり，シングルで生きる人（生きたい人／生きざるをえ
ない人）は想定されていない。日本は，個人では自立できない（させない）社会といえる。男女共
同参画社会に「参画」できる人間とは誰なのかを考えてみる必要があるだろう。
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が，単身女性，とりわけ母子世帯の貧困を生み出している。また，これは男性にとっても無
関係の事態ではない。ひとり稼ぎ手であるということは，その男性自身に何事かが起きた場
合には，家族全体の困窮を招くことになる。母子家庭の困窮は，社会的構造の歪みを反映し
たものであり，他人事ではないのである。
　労働市場構造・社会構造の変革には時間を要するとしても，そうであるからこそ②の最低
賃金引き上げ，および雇用身分による社会保険加入の格差解消は急務である23）。男性の賃金
に対して女性の賃金は70.9％に過ぎない。長らく 6 割程度であったのが近年ようやく 7 割に
なり，数値の上では格差が縮小したかに見えるが，これは女性の賃金が上がった（女性の労
働が正しく評価されるようになった）のではなく，長引く不況を経て男性の賃金が相対的に
下がったことによる。したがって，女性の賃金が男性の賃金に追いついたわけではなく，男
性の賃金が下がるという形での格差縮小なので，日本経済全体としては何ら喜ばしい点はな
い。しかも，この男性に対して 7 割という数値自体が実情を正確に反映しているわけではな
い。何故ならば，これは正規雇用の時間当たりの男女比較に過ぎずボーナス等は換算されて
いない。まして，非正規雇用24）の存在については度外視されている25）。
23）　結婚や出産といった各個人の選択に任されるべきライフイベントと，出生率回復という国家的事
情を直結させることには賛同できないし，少子化はどうあっても改善すべきものであるとも個人的
には思っていない。しかしながら，仮に少子化改善が国是であるというのならば，やはり最低賃金
の引き上げや雇用身分格差の解消は喫緊の課題であろう。婚姻と出産が密接に関連している日本に
おいて，経済力こそが男性の証であり，育児は女性の役割であるとされる以上，不安定雇用が拡大
する中で出生率の上昇は望めない。
24）　非正規雇用に占める女性比率は67.9％である。ここで押さえておきたいのが，非正規雇用当事者
がその雇用形態を選択した理由である。男性は「非正規しかなかったから」，女性は「自分の自由
な時間に働きたかったから／家計補助・学費のため」が選択理由の第 1 位に来る（HUFF POST 
http://www.huffingtonpost.jp/2013/05/14/hiseiki_n_3276695.html）。この回答からすると一見，男
性は消極的な選択の結果，女性は積極的な選択の結果であるかのようである。しかしながら，稼得
責任は男性，家庭責任は女性というジェンダー規範が存在する社会では，回答が上記のようになる
のは当然である。これをもって，男性はしかたなく非正規雇用に甘んじているが，女性は好きで非
正規雇用を選択していると看做したり，女性には労働意欲がないと捉えたりするのは早計である。
ここで考えなければならないのは，何故男性が非正規雇用であってはならないのか，何故男性は
「（本当は正規雇用に就きたいが）非正規しかなかったから」と答えざるをえないのか，逆に何故女
性は「自由な時間」にしか働けないのかである。ここを掘り下げなければ，労働市場の本質的な課
題は見えてこない。さらには，母子世帯の場合，「自由な時間」に働きたいなどといっていられる
状況ではない。
25）　雇用形態による賃金格差については，日本は先進国の中で唯一遅れをとっている国であり，
OECD から正規雇用と非正規雇用の格差を是正するよう勧告を受けている。というのも，フルタイ
マーとパートタイマーがいるのはもちろん日本だけではないが，OECD の考え方では，身分によら
ず 1 時間あたりの金額は同じでなければならない。また，各種社会保険の加入にあたって，雇用形
態で差があってはならないとされている。ところが，日本では当然のように正規雇用と非正規雇用
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　③の子育てと仕事の両立支援の必要性はもちろんであるが，そのためには社会的理解が欠
かせない。これもまた母子世帯限定の問題ではない。日本は今一度子供を持つことと働くこ
との意味を問い直す必要がある。
　現在，女性は出産退職が 6 割，第一子出産前後は 7 割が無職となっており，出産後も就業
継続は26.8％に過ぎない。これが意味するところは何か。性別役割分業観が強固であり，と
りわけ育児は女性（のみ）の責任であると認識されている社会で，女性が出産後も労働を続
けることは確かに困難である。まだまだ出産退職を余儀なくされる社会システムではある
が，女性自身も子供を持つということがどういうことかを考え直してみるべきであろう。母
親になること = 育児をすること，ではない。同時に，男性も父親になるということがどう
いうことかを考えなければならない。父親になること = 経済的に保証すること，ではない。
周知の通り日本は長時間労働大国である。とりわけ男性は企業に拘束される時間が長い。男
性の家庭参加率が低いのは，単に男性自身の意識が低いからではない。男性もまたそのよう
な働き方を余儀なくされている社会システムなのである。しかしながら，子供のことを考え
た場合，常に母親と父親が揃っていられるとは限らないことを意識すべきである。離別・死
別などにより，どちらか一方になることは十分にありうる。実際，現在は 3 組に 1 組が離婚
をする時代である。「社員 + 主婦」26）というパターンは，離婚しない／死別しない，夫が失
で 1 時間あたりの金額が異なる上，往々にして社会保険の対象にもならない。身分が違うのだか
ら，賃金が違うのは当然という考え方である。先進国のレベルに照らしてみれば，少なくとも最低
賃金を1500円まで引き上げること，雇用形態を問わず同じように社会保険の対象とすることが必須
である。それにもかかわらず，そんなことをすれば中小企業がつぶれるという反論は根強く，実現
の見込みはない。ただそもそもこの反論自体がおかしい。第一に，企業存続のためには，労働者の
生活はどうでも良い，搾取しても構わない，といっているに等しい。第二に，生活が成り立たない
ような低賃金で労働者を使い捨てなければ立ちゆかないような企業であるとすれば，それはもう潜
在的に破綻している。本来，何らかの困難を抱えた人をすくい上げるのが，社会保障や福祉の目的
であり役割なのだが，日本ではたとえば非正規雇用のように，困難を抱えていればいる程社会保障
からもれてしまう仕組みになっている。社会保障制度や税制度はいまや，恵まれない層から搾取し
て恵まれた人の生活を保護する制度に成り下がってしまっているのだが，こうした中で2015年 9 月
にようやく同一労働同一賃金推進法が成立した。実はこれ自体には殆ど価値がない。企業による拡
大解釈，恣意的曲解が可能であり，事実上何の効力もない。ただし，ようやく同一労働同一賃金が
俎上に載せられたという点には価値があるだろう。
26）　戦後，都市部への人口集中が拡大する中で，核家族化が進む。戦後の混乱と貧困が一段落し，50
年代半ばから景気が上向き始めるが，この頃から「男性は外（で賃金労働），女性は内（で家事・
育児）」という性別役割分業観に則ったライフスタイルが当然であるとされるようになる。また，
男性には本人のみならず，その家族が生活していけるだけの賃金が必要であると考えられるように
なり，男性社員には家族賃金が支払われるようになる。そして，日本の税制度・社会保障制度は
「社員 + 主婦」形態に特化して優遇する仕組みになっている。つまり，男は猛烈に働き，女は賃金
労働以外の一切を引き受けて男を支えるのがあるべき姿であり，そのライフスタイルに則っている
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業しないという大前提があって初めて安泰なのであり，実際にはそうした保証はどこにもな
い。そして事実，夫を失った女性（ あるいは最初から独りの女性），とりわけシングルマザー
は貧困の危機にさらされている。また，妻を失った男性が家事・育児に苦労することにもな
る。しかし，これを独りなのだから仕方がない，独りなのが悪い，と切り捨ててきてしまっ
たのが日本社会である。性別役割分業は本来きわめてリスキーである。どのようなライフス
タイルを選択するかは各個人，各夫婦の自由であり，当人たちが納得している間は性別役割
分業でも構わないが，それが崩れたとたん，あるいはそれを選択しなければ，生活が立ちゆ
かなくなるというのは，やはり社会構造の歪みであろう。そして何よりも，そうした不利益
を子供が引き受けねばならない理由はない。
　しかしながら，「社員 + 主婦」パターンから外れた場合の，困難や困窮については当たり
前のことと受け止められており，この社会的意識を変えるのは困難である。とりわけ深刻な
のは，こうしたある種の差別意識を当事者たちも内面化し，納得してしまっている点である。
　④の経済的支援については，具体的には，教育費支援，子供関連手当の創設・充実，税控
除の拡大，住宅手当などが考えられる。日本は本来国家が担うべき社会保障を企業や家族に
期待している。そのため，企業に所属していなかったり，家族がなかったりすると，そもそ
もセーフティネットの対象にならない，という問題を抱えている。経済的に依存できる夫が
いないこと，非正規雇用であるが故に企業の福利厚生の対象とならないことから，母子世帯
の困窮は必然である。したがって貧困解消のためには，経済的支援も欠かせないのだが，各
種社会手当受給条件は厳格化傾向にある。たとえば近年，単親世帯を対象とする児童扶養手
当受給にあたっては，就労意欲があること（就職活動をすること）が条件として加味され
た。つまり，働く姿勢を見せない限り，受給できないのである。成人している以上は自ら働
いて自活することは当然ではあろうが，親の意欲・姿勢が子供の人生を左右することになる
のは事実である。子供の福祉を考えるのであれば，税制度，社会保障制度の整備も必要であ
ろう27）。しかし現状はむしろ逆行している28）。
限りは，優遇しようというものである。
27）　ただし，これには危険も伴う。フランスの母子世帯が就業率が低いにもかかわらず貧困率も低い
のは，充実した家族手当に一因があるが，これを安易に見習うべきかは筆者の中で結論の出ないと
ころである。というのも，充実した母子支援は，それ自体が子供を産んだ女性への「ご褒美」と変
容していくことが懸念されるからである。事実，フランスでは第一次世界大戦後に家族手当が整備
されたことは既に述べたが，それはまさに母性の賞賛，母となった女性への褒賞，転じて母性を体
現しない女性の排除へとつながった。また一方，そうして「母親」を優遇することは，「母親は働
くべきではない」とする言説の強化にもつながりかねない。
28）　たとえば，東京都国立市のシェアハウス児童扶養手当打ち切り事件が挙げられる。シェアハウス
は，住宅費を節約できることや疑似家族を形成できることなどから近年人気であるが，そこで暮ら
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　以下，⑤は未婚・死別ではなく，離別による単親世帯にのみ関わる問題であるが，養育費
の回収についてである。
　日本社会において，見落とされがちなのが養育費回収率の低さである。日本でも養育費回
収の強化，あるいは回収できない場合の代替手段を講ずる必要がある。ようやく養育費回収
にあたっての法整備が始まろうとしているが，現状では養育費の支払いは個人の意思，努力
に任されている。支払いが滞ったからといって，公的な回収手段はなく，強制力もない。
　養育費未払いも問題であるが，それ以上に問題なのが，そもそも養育費の取り決めをせず
離婚してしまうことである。これは養育費というものを夫婦ともに正しく理解していないこ
とから起こる。養育費を受け取ることは離婚当事者の権利ではなく，子供の権利である。子
供には養育される権利があるのである。したがって，親の都合で養育費は不要と判断して良
いものではないのだが，日本においては，養育費と慰謝料が混同されている。離婚を急ぐあ
まり慰謝料も養育費も放棄する例があるが，これが母子世帯困窮の一因でもある。慰謝料に
関しては，不要と思えば受け取る必要はないが，養育費獲得は親権者の義務であり，また養
育費支払いは親権を持たない側の義務である。離婚をするときというのは大概夫婦関係は悪
化しているから，面倒な取り決めは放棄して離婚を急ぎたいと思うのも心情的には理解でき
る。また，より深刻なのは DV 家庭であり，こうした場合には，すべてを放棄することで辛
うじて離婚に持ち込めることもある。DV 加害者と離れて生き延びることが急務であるか
ら，養育費の放棄を一概に批判はできない。しかし，だからこそ養育費に関する法的整備と
回収システムの構築が必要なのである。
　さらにつけ加えるならば，養育費回収の正常化にあたっては親子の面会交流支援も検討せ
ねばならないだろう。日仏の大きな相違点は，離婚後の親権である。フランスにおいては，
たとえ離婚しようとも（その他のカップル形態においても認知している限り），共同親権と
なる。つまり，夫婦関係の解消が親子関係の解消・終了を意味するわけではない。一方日本
の場合は，共同親権となるのは婚姻関係継続中に限られ，離婚に際しては親権者決定の上，
単独親権とせねばならない29）。共同親権を原則とするフランスでは，それ故に，親子の面
す人々は本質的には他人である。それにもかかわらず，シェアハウスに暮らす母子世帯に対して，
住人の中に独身男性がいることから，これを「事実婚」と看做し，2014年国立市は児童扶養手当を
打ち切ったのである（朝日新聞2015年 1 月15日）。もちろん，この母子と男性の間には，同じシェ
アハウスに暮らしているという以上の関係性はない。また，千葉県市原市では2017年，生活保護を
申請しようとした妊娠中の女性（フィリピン国籍）に対して職員が「産むの ?」「自分の国では（中
絶は）やってないの ?」と中絶をほのめかしている（朝日デジタル　http://www.asahi.com/
articles/ASK3865GHK38UTFK00R.html）。これには，生活困窮者に子供を産む権利はないという
認識に加えて，外国人への差別・偏見も見られる。上記はともに，少子化対策の中で日本が増やし
たいと望んでいる「子供」とはどのような子供なのかを考えさせられる事件である。
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会・交流を互いに妨げてはならないことになっている。しかし，単独親権である日本では，
面会・交流に関しての規定がない。これもまた，子供自身の権利を重んずるのか，親の所有
物と考えるのか，日仏の基本姿勢の相違点である。
　本来，別れた親と面会するのは子供の権利である（当然ながら子供が拒否するのであれば
面会を強要する権利は親にはない）。しかしながらこの点に関しても日本では，子供の権利
と親の支配権が混同されており，親権者が別れた元配偶者に子供の面会をさせないという事
態になる。そうなれば子供への愛情や執着は薄れるのも当然であり，まして新たな配偶者や
子供を得れば，養育費を払う気も薄れていくであろう。親と交流する権利，養育される権利
の確立のためにも，面会と交流の支援制度が必要であると思われる。
おわりに――問題点の指摘と今後の課題
　本論文は，今後，家族形態と子供の貧困の相関関係を分析していく上での概況整理にとど
まる。そのため，これという明確な結論があるわけではない。そこで，問題点と今後の課題
をいくつか指摘して，結びに代えたい。
　最大の問題点は，エスニック統計の処理である。ここまであえて言及せずにきたが，フラ
ンスの数値に関しては，人種・宗教など，その内訳が不明なのである。たとえば，母子世帯
の貧困率に寄与しているのが，移民であるという可能性もある。そうなると，母子世帯だか
らというよりは，移民だから賃金が低い，社会的不利益に直面しているということも考えら
れる。
　また，今回は世帯としての比較に終始したが，今後の課題としては，各家族形態における
子供のライフコースにも注目する必要があるであろう。たとえば，進学率と世帯構成の相関
関係などである。その際には，父子家庭か母子家庭かといったジェンダー格差のみならず，
同じく母子家庭であっても，男の子か女の子かで差が出るのか出ないのかといった子供のジ
ェンダー分析が必要となる。
　さらに，日本は「子供の貧困」自体は問題視し始めたものの，その解消にあたっては迷走
気味である。少子化は改善させたいのだが，それはあくまで「社員 + 主婦」システムを前
提とした出生率の回復であって，子供の人権を尊重するものでもなければ，ダイバーシティ
に向かうものでもない30）。家族形態の多様性を認め，格差是正に向かうのではなく，低水準
29）　在仏日本国大使館（http://www.fr.emb-japan.go.jp/jp/taizai/soui.html）。
30）　日本における性別役割分業観へのこだわりは強固であるが，世界の出生率を分析すれば，ジェン
ダー規範と出生率の間には因果関係があることが見て取れる。ジェンダー規範の強い国は，当然な
がら女性の労働力率が低く，働いていたとしても賃金が低い。そして，女性の労働力率が低い，つ
まり家にいる，だから子供が産まれる，という図式にはならない。むしろ，女性自身に収入がない
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所得層には子供を産ませない，あるいは未婚者には産ませない（母子世帯を減らす）という
方向で貧困を解消しようとしているのである。この点についても検討課題である。
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